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日本工学アカデミー広報委員会
office：〒100東京都千代田区丸の内1-5-1

（新丸ビル4階007）

ｔｅｌ：03-3211-2441～２

ｆａｘ：03-3211-2449

鯵 政策委員会の最近の活動について

政策委員会では過去２年半に亘って、これか

ら求められる技術者像について検討してきまし

たが、去る１１月291_|の公開討論会「工学教育を

どう変えるか」で一応の|Ｘ切りを付け、近I-Irl-i

に刊行予定のこの討論会の記録をもって政策委

員会の報告に代えることにしております。

次の作業として委員会でいろいろな案を検討

しました結果、第４回国際シンポジウムでも取

り上げた技術政策のうち、特に岡の科学技術計

画について研究し､政府をはじめ各方面に対し、

時宜にかなった提言をするのが雄も適当であろ

うとの結論になりました。

このテーマにつきましては、本年４川発行の

ニュース第49号「科学技術基本法に望む」特集で

４名の会員の方々の御寄稿を頂き、この御寄稲に

政策委員各位から集めた御意兄をとりまとめ岡

村会長の御承認を得て、’1本工学アカデミーの意

見として４月末に科学技術基本計1111iを群議中の

科学技術会議及び他の関係先に提出致しました。

科学技術会議では総理大臣の諮問に答え６月に

最初の基本計画の策定を完了し、７ｊｊ２１Ｉの閣議

決定に至ったことは御高承の通りであります。

国の科学技術振興のための基本計画として

は、（１）国費による事業の全体規模をどの位に

するか、（２）それを国の基本政策に従いどのよ

うな分野のどんな性質の事業に、何に重点をお

いて配分するか、及び(3)その予算をどんな制

度のもとでどのように運用するかの３つが寵要

なポイントになると思います。

一方、今回決定された基本計画では、上記の

３つのポイントのうち(1)の総額については相
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当の増額が計画され、（３）の制度についても、

現状に比し相当の改善がなされることが記載さ

れております。しかし(2)の国の基本政策を実

現するために分野を特定し、優先度の高いテー

マを選定する方向については具体的記述がほと

んどなく、次の基本計画改訂の時には大幅な増

補修正が必要と思われます。

政策委員会では、このような考え方のもとで、

前述の４月に提出した意見害の精神にのっと

り、各方面有識者の意見も求めて研究し、次の科

学技術基本計画修正（科学技術基本法で要求さ

れています）に間に合うよう国家目的との関連に

おける分野論を中心に検討を進めることにして

おりますので、会員各位の御理解と御協力をお

願い申し上げます。検討の考え方としては、これ

までの政策委員会の議論の中で、分野選定のため

のメカニズム、視点についても踏み込むべきであ

るとの意見もあり、従来の各分野の有識者によ

る委員会方式による取りまとめに拘ることなく、

国民との接点、社会ニーズをどう受け止めるかと

いう点など幅広く検討することも視野に入れて

臨みたいと考えております。この検討のグループ

に加入御希望の会員がございましたら参加を歓

迎致しますので､事務局までお申し込み下さい。

御参考までに去る４月23日に提出されました

"｢科学技術基本計画」策定についての意見書”

を次頁に参考資料として複写致しました。一部

実現しつつあることもありますが、現在の政策

委員会の基本的な考え方を御理解頂く資料とし

て適当と存じますのでニュースに掲載して頂く

ことにしました。
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｢科学技術基本計画」策定についての意見書

日本工学アカデミーもその成立を強く要望い

たしておりました科学技術基本法が国会を通過

成立し、その法律に従って科学技術会議により

科学技術基本計画が策定されつつある事は御同

慶の至りであります。御高承の通り科学技術基

本法は、わが'玉|が阿是として科学技術創造立国

を目指すために必要なわが国の科学技術政策の

基本的な枠組みを与えるものであり、本法の|｜

指す目的の達成は、その運用にかかっておりま

す。

政府が科学技術に関連した研究開発予算を他

の先進諸国並に増額することは国民もこれを期

待し、海外諸国もこれを歓迎するものであり、

日本工学アカデミーも、その一日も早い笑現を

望んでおりますが、闘斐を支出する以上は、そ

の使用目的について岡民的合意を得る必要があ

ります。

一方、欧米諸国に於いては、国の研究開発萱

の相当部分が国の安全保障のための軍事研究輩

ということで支出されておりますが、わが岡の

場合、一般に考えられる軍事研究のために多額

の国費を支出することは、たとえ基礎研究であ

っても国民の合意を得られるとは考えられませ

ん。しかし、国として安全保障は最も重要な国

益であり、また、平和的手段で国際紛争を解決

し、世界の平和を維持することは我が国の国是

でもありますので、このような見地から科学技

術の果たす役割に翻意し、固の科学技術関係予

算を考える必要があります。

また、国家予算から支出される基礎研究没に

ついては、その総額を大幅に増額する必要があ

ることは言うまでもありませんが、従来の配分

は悪平等化の傾向があり、必ずしも国全体とし

て最適な配分がなされているとは言えません。

また、国の科学技術振興のための予算の大部分

を占める、大学を含めた国の研究機関での予算

執行状況を見た時、施設（特に建物、インフラ

ストラクチャーなど)、研究補助者等について

の相当な拡充対策が必要なばかりでなく、研究

開発の効率的な推進の見地からの費目別の使用

制限、単年度予算制度、公務員である研究者の
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日本工学アカデミー
会長岡村総吾

身分・処遇等の改韓には、国家機関としての限

度があることも明らかであり、このような国の

組織で研究を遂行することを期待することの妥

当性の検討も必要になってくると存じます。

また一方、岐近の科学技術は情報技術の並命

的変化、世界人１１の増加と人類の活動の拡大に

伴う地球環境、盗源供給等に対する影料の深刻

化、知的財産に対する評価など、今迄の伝統的

分類により細分化した科学技術分野や産業分野

の枠内での研究対･象を積み上げることでは、国

全体の計画として適切であるとはいえない状況

になっております。

特に強調したいことは、「科学技術基本法」

と「科学技術基本計画」のフレームワークは、

科学技術行政の一体性をその一面で強く要請し

ているものであり、これまでの縦割り型行政体

制下での調整・政策立案とは異なった行政的対

応を求められていることを十分に認識する必要

があります。

以上の観点から日本工学アカデミーとして、

科学技術基本法の執行、運用について望みたい

ことは多数ありますが、特に重要であり、かつ

見落とされがちな事項に関し、科学技術韮本計

画の策定の参考としていただきたく、本意見誉

を提出させていただきます。

１，今後計画を定めて国の研究費支出を増加す

るに当たっては、政府が長期的総合的な政策目

標を広く国民に明示し、国民的合意の下でこの

政策目標に向けての研究課題の決定と予算の重

点的配分を行うことが特に重要であります。こ

の政策目標の提示については、その検討、審議

過程を可能な限り公開し、作業を透明化すると

共に、研究費の配分を受ける組織や個人と利害

関係のない識見のある専任のスタッフより成る

組織によって、政策Ⅱ標の設定がなされること

が必要と考えます。またこの組織ではその政策

目標に合致した研究課題を選定し、かつ公正に

して効率的に研究蜜が活用されるような研究饗

の配分、使用ばかりでなく、政策や成果の評価

等の方法についての国の研究機関の組織運営方

法の変更も含む基本的枠組みを企画し、早急に
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科学技術基本計画に反映させる串を期待しま

す。ただこの政策立案のための組織の確立には

若干の時間がかかると考えられますので、｝11面

の新施策の実行と同時並行的にこの枠組みづく

りを推進することが極めて重要と存じます。

２，国の支出による研究については各種の法律、

規則、慣行等の制約のある場合が多く、必ずし

も効率的な研究費の使用が出来ない場合があり

ます。重要なことは国の予算が公正かつ効率的

に使用されることで、特に研究饗については研

究計画時にすべての事象が予測できないもので

あるので、国費の支出に要求される公正妥当さ

を損なわない限りで、研究管理者又は研究主宰

者に相当の裁量権を与えることが必要と思いま

す。ただ裁量権には責任が伴うのは当然で、こ

の責任について明確にすると共に、この責任を

担保できる研究管理者等を選ぶ必要がありま

す。

また、望ましい裁量権のレベルが、一般の国

の機関の運営方法を定めた法律規則の枠組みの

中では不可能であるような研究については、組

織の民営化や民間組織への運営委託、民間組織

への契約研究等を考慮する必要があると存じま

す。

３，現代の社会は、その活動の殆どすべての而

にわたって科学技術と密接な関係を有してお

り、その影響は生活のあらゆる面に及んでいま

す。一方、初等中等教育における科学技術教育

について論じられるときは、一般に数学及び理

科教育の一部としての科学のみが考えられ、我

が国の専門教育以外の教育課程では技術は技術

家庭科や芸術科の一部に位置づけられ、その社

会との関係については殆ど教授されていませ

ん。民主主義社会では、環境問題、エネルギー

問題、食糧問題、医療問題等についての政府の

施策や産業界の行動に対し、科学技術の知識に

基づいた建設的な世論が形成されることが極め

て重要であります。この意味で数学、理科以外

の各科、特に社会科での科学技術の進歩発展と

歴史、文化、政治、社会、経済との関係につい

ての教育が極めて重要であり、また圃語科、外

国語科でも上述の趣旨に必要な最低限度の川語

とその正確な定義などの教授が必要であると考

えます。初等中等学校教育に於ける科学技術教

育、特に技術教育のあり方について、徹底的な

1'j:検討が提案されることを期待いたします。

４，前述の|:11の安全保障、我が国を含めた仙界

人類の福祉への寄り、１１t界平和への貢献等のた

めの研究についてはいろいろ考えられますが、

特に|韮|際的に必要とされる科学技術情報のイン

フラストラクチャーの建設と維持の努力が重要

と考えられますが、ここでは２つの例を挙げて

御検討の参考に供したいと存じます。

（１）隣|の骨格にわたる安全の維持、ｌ:I§I土保全、

災害防止、地球環境の保全、食枇や資源の確保

等を計i、するに当たっては、地球表而や地殻、

水圏、大気圏などで長期的継続的に行われてこ

そ意味のある各種の観察、測定などを行い、こ

れをデータベースとして|玉|の政策に反映させる

ばかりでなく、｜玉Ｉ際公共財として諸外国に提供

することが有効です。このような事業のために

はこの種の観察、測定に従事する国の機関の海

外での活動の法制化、国の機関間の分野調整及

び機関の再編成､諸外|玉|同種機関との協力補完、

ＯＤＡとの調整等が必要であり、少なくとも環

太平洋間を視野に入れたマスタープランの構築

を早急にスタートすることが望まれます。

（２）コンピューター、情報通信技術が進歩し

科学技術情報の入手は迅速、容易になりました

が、雌も重要なのは信頼でき、かつ利用しやす

い情報そのものです。基礎的な分野を含めて情

報の繋理、発信について我が国の国際社会での

寄与は少なくこの点については特段の努力が必

要です。研究成果の海外への発信に加えて物質

や生物についての蓄積されたデータを評価整理

した基本的データベースや新しい科学技術分野

についての体系化され信頼できる教科書づくり

等についての我が国の継続的な寄与は、他の先

進諸国と同等とは言い難く、｜測際的批判の対象

にもなっています。特に科栄技術研究に重要な

インフラストラクチャーであるデータ、及び情

報の評価整理や標準物質の保持等は、我が国の

学界ではオリジナルな研究ではないとのことで

人気がなく、諦外|玉|よりのサービスに依存して

きたものが多かったのを反杓し、学協会等の協

力も得て是正すると共に、継続的に維持発艇さ

せる努力は､政府が推進すべきものと考えます。
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平 成８年秋の会員の顕彰・叙勲

御咽、

の業績文イ 労者顕彰の:ｔ

長尾真／MAKOmNAGAO

本アカデミー会員坂井利之先生は、１１月５日

に栄ある文化功労者として顕彰を受けられまし

た。

先生は昭和22年９月京都大学工学部電気工学

科を御卒業、昭和27年９月同大学院特別研究生

を修了され、昭和29年12月に京都大学より工学

博士の学位を授与されました。昭和27年１０月に

京都大学工学部講師､昭和28年12月に同助教授、

昭和35年２月からは教授として有線通佑工学誰

康を担当され、昭和63年３月に定年退官されま

した。その後昭和63年４月龍谷大学教授、平成

元年４月龍谷大学理工学部長、平成５年４月に

'１１理工学研究科長となり現在に至っておられま

す。

この間、先生は情報通信工学、情報処理工学

の分野において顕著な業績を挙げられました。

特に音声パターンの認識の研究においては、Ｈ

本語音声の単語の性質を詳しく洲くると共に、

ji晴符帯声、連続音声の認識システムを作り、’二１

本および世界の学会をリードされました。文字

認識の研究では、数字．英語アルファベット文

字の非同期式文字読取装置を開発した後、濃淡

画像の画像処理の研究に進まれ、エッジ抽出の

基本的方法を明らかにし、人の顔写真の解析と

認識のシステムを作り、これを昭和45年の大阪

万国博覧会で６ケ月間にわたってデモンストレ

－ションし、通

子計算機による

画像処理の而白

さを広く一般に

わからせるなど

の活耀をされま

した。情報処理

技術がオフィス

に入って来るに

つれて､そのrl

動化が課題とな

りましたが、この分野では画像処理技術を駆使

して図面や新聞紙面の構造の認識の研究を行

い、文字、グラフ、図而、画像の複合した文書

の画像処理・認識についても学問的・実際的な

貢献をされました。

また、文部省科学官、日本学術会議会員、パ

ターン認識国際連盟会長、情報処理学会会長な

ど、学術行政や学会活動においても多大の貢献

をされました。

先生の卓越したこれらの御業績に対しては、

これまでに勲二等瑞宝章、紫綬褒章、高柳記念

賞、Ｃ＆Ｃ賞、その他数々の栄誉が与えられて

いますが、この度文化功労者の栄誉を受けられ

ました事は、本アカデミーとしても大変名誉な

事で、先生に心からお祝い申し上げます。

蚕訟
『

（…，、

勲

４EAJNEwsN0.531996.12

牽
恥

i予１

"旬、

副社長を経て、昭和58年社長、平成元年会長に

ご就任された。この間、同氏は、重要基礎素材

である非鉄金属において、国内外にわたり資源

開発を推進し、我が国への安定供給を果たすと

ともに、先端藤業の要請に対隻応した高品質の非

鉄金属材料の開発を推進された。我が国のエネ

日鉱金属㈱取締役宇野智／sATosmU7vo

瑞宝章受章の笠原幸雄弓会員の業結

本年秋の叙勲で、本アカデミーの笠原幸雄会

員が勲一等瑞宝章受章の栄誉に浴された。心か

らお祝いを申し上げたい。

同氏は、大正１４年１月271|のお生まれで、昭

和24年に東京大学第一工学部応用化学科をご卒

業後、日本鉱業㈱に入社、取締役、常務、専務、



場所

講師

力諦|:'１との経済

交流及びこれら

諸|玉|の経済発峻

に大きく寄与さ

れた。このほか、

資源・素材学会

会長、X-i油学会

会長、化学工学

会会長、発明協

会副会長等を膝

任し、広く学術

弘済会館

図友哲之輔氏（東レ㈱11脚、医薬

医療事業部門(医療材事業)、医薬.

近は法規制や経済の問題が非常に大きなウェイ

ルギー源の大宗を,Liめる石油においても、原油

の自主開発の推進、製油所の拡充強化を通じ、

安定供給に尽くされた。

また、同氏は、石油産業におけるjll制緩和の

流れの中で、国際競争力を持った強靭な体制を

構築すべ〈、卓越した指導力をもって|iil社と共

同石油㈱の合併に向けて尽力、その結果、平成

４年、㈱日鉱共石（後、㈱ジャパンエナジーと

改称）が発足するに至ったことは、ご商承のと

おりである。

一方、同氏は、永年にわたり端ってきた磯窟

な経験と優れた国際感覚をもって、多くの団体

役職及び公職を歴任された。その一端をご紹介

すると、日本鉱業協会会長としては、非鉄金属

業界の振興はもとより、特に当時の急激な円高

による国内鉱山の苦境を改善すべ〈献身的な努

力をされた。石油連盟技術委員会委員長として

は、ガソリン、灯油、軽油等、石油製IlW,のIWI質

確保に尽捧された｡経済剛体連合会においては、

サブサハラ委員会委員長（現１１'東・アフリカ地

及び科学技術の向上に尽くされた。更に、公職

においては、多くの群議会委員に委嘱され、我

が剛の経済・産業政策の確立に貢献された。

同氏のl幅広いご業績は枚挙にいとまないが、

その一部をご紹介して、この度のご祝辞に代え

させて頂くこととする。

（
」

＊宇野稗様（|~1鉱金属㈱取締役）は会員ではあり

ませんが、笠原様の御業績を語って頂くのに最も相応

しい方として、特に御寄稿をお願い致しました｡

卜をIIiめてくるようになってきている。例えば、

訓即法の改l［による価値の見直し再審査制度の

導入、トラッキング制度の導入、医療保険制度、

あるいは製造物責任の施行問題など、医療用具

の開発やその適用の難しさなどの問題と極めて

密接な関係をもってくるという。

ＰＬ問題などで企業から咲療川材料が提供さ

れなくなってきたことが、医擦用具がかかえる

一番亜要な問迦となっていることについて、米

岡と’1本の例を挙げて説明された。最近、学会

などで単に技術開発、研究のための発表だけで

はなく、ＰＬ問題に対･してどのように取り組む

かというシンポジュームなどが開催され、人工

Ⅲ筏や人工弁などのトラブルなどの過去の事例

が発表され、議論されるような時代になってき

たことが救いであると述べておられた。このよ

うなオープンなディスカッションのもとで、ガ

域委員会共同委員長）として、我が国とアプリ

鯵 講演会一第B3回談話サロン「生体に適用される医療用材料の課題と展望」
’ ロ ＝ 望 幽 再 ■ さ 画 面

'｜',I詰浩術／KoEﾉｗｗｚＭＡ

日時平成８年１０月１１１（火）

こられた豊富な体験を持つ剛友氏から識演を伺

った。本講渡は本年１M2511に約1,.屋市で行わ

れた（EAJＮＥＷＳ,No.４９Aprill996に掲載）が

大変好評であり、今llll東京で:|:'砿お願いしたも

のである。多数の参力Ⅱ者があり、人工腎臓など

の体外循環用具の実情及び開発・実川化にとも

なう諸問題を中心に伺うことができた。

医療材料の研究は、単に材料機能などの要素

技術や医学的な効用などの問題だけでなく、雌

第83同談話サロ

ＥＡＴＮＥＷＳＮ0.531116.125

ンでは、「生体に

『霞、
医療室(医療材)担当）

この分野の研究開発を、

医療用材料の課題と将来への展望」

通川される

について、

って行って20年にわた



講演会一第84回談話サロン「原子力次の50年のビジョン」
Ｉ宮口画回画回

エネルギー専門部会専門委貝太111博光／HIROﾉｗｊｒ

くことが予想されるという。

体外循環治療法は、血中に存在する毒素や病

因物質を迅速かつ効率的に除去でき、毒性や副

作用がすぐないこと、また、患者からの離脱が

容易であり、医薬との補完的利用関係などの特

徴をもっている。しかしながら、透析を続けて

20年も経つと、術みを訴えるケースも多いとい

うことも伺った。今後体外循環法で除去したい

ターゲット物質として、末期腎不全､毒物中稚、

肝不全、商脂血症および感染症・敗血症などを

引き起こす病因物質を挙げている。また、敗血

症に対する新しい繊維の開発ができ、人工腎臓

についで第２の体外循環法として10年以上かけ

て研究開発に取り組んできて、ようやく臨床も

おわり承認を受けたという大変心強い紹介も頂

いた。

講演後、特にPL問題と関連して、医療川材

料の開発を進めるにあたり、今後どのような動

きをしていったらよいかということについて、

大変活発な質疑応答が行われた。また、工学ア

カデミーとしても、このような課題に対して今

後とも議論をしていく必要があるであろう。

側

【/０７ﾝ１

１
１

P

国 友 哲之輔氏血液透析は初め

は救命だけが目的であったが、今では延命も出

来るようになってきている。日本では医療保険

が適用されて急に透析の治療をうける患者が多

くなった。血液透析は、1994年日本で142万人

(人IIlOO万人当たり1100人）が使川しており

非常に多く次いで米国（720人)、英国（Ⅱ本の

半分）の順になっている。腎臓の機能をリプレ

ースする３つの治療法として、血液透析、腹膜

透析と腎移植の手段があるが、腎移植にはどう

してもドナーの限界があり、先の数字からもわ

かるように、透析治療法が世界的に普及してい

~句

鯵
である三島良続先生（当アカデミー会員）から

岡村会長宛に紹介があった。

当部会では、世界の原子力の専門家が将来の

エネルギーをどの様に考えているかを会員の皆

様と一緒に議論する良い機会と考え、本報告書

取りまとめの委員長として御尽力された堀雅夫

先生に御講渡をお願いした。

当日は約5(略の御出席があり、三井恒夫部会

長の司会のもと、先生から報告書の要点につい

ての解説があった。

すなわち世界のエネルギー需要については

2100年は1990年の４倍になると予測し、特に、

世界の国の3/4をi｣fめる低所得国のエネルギー

需要の伸びが著しい。このエネルギー需要をま

かなうため、１次エネルギー源を化石燃料、再

生可能エネルギー及び原子力に割り振ると、原

子力の割合は1990年の７％から2100年には28％

イドラインや技術

の限界などを明記

するようなことが

必要な時代になっ

てきており、また、

切実な問題として

リスクとベネフィ

ットのバランスを

考えていかねばな

らないと述べてお

られた。

血液透析は初め

、今では延命も出

11時

場所

講師

平成８年11月７１」（木）

弘済会館

堀雅夫氏（動力炉・核燃料開発事業

団ＦＢＲ統括技術参与）

世界のエネルギー消費は発展途上|王|をI+i心に

期加を続けており、２１世紀を|言|前に人類はこの

エネルギー源を何に求めるべきか。そして、そ

の技術をどう進めるかが今後の大きな課題であ

る。

エネルギー専門部会においては、工学アカデ

ミーとして検討すべきこうしたテーマの絞り込

みを行っている。その様な時、世界37ケ国の原

子力学会の横の組織である国際原子力学会協議

会（IＮＳＣ）が、約３年かけて作成した報告書

｢原子力次の50年のビジョン｜を協議会の会長

曇、､

６EA1NEwsN(脇5319,6.12



(１，２）

(１，６）

（２）

(２）

エネルギーの利川

を考えた時、砺力

以外に熱の利川及

び水素製造川エネ

ルギーとしての利

川可能性を検討す

べきである。

本報告稗は１１ケ

|玉|、１５人の委典が

参加したが、とIツ

猪岡 光

箱守京次郎

池上徹彦

立川敬二

まとめに際しての 堀雅夫氏

苦心談を披露された後で質疑応答が活発に行わ

れた。そのＩＩＪで「ビジョンはわかった。逆風に

ある原子力を今後どの様にするかの戦略はどう

か｡」との問いに対し、「とにかく現在やるべき

事は、原子力を安定に運転しているという実績

を積み竃ねる事であり、これが原子力技術の正

当性を証Iﾘ］する方法である｡」という答えがあ

り、参加者一同２１世紀のエネルギー問題の深刻

さと原子力の果たすべき役割について考えさせ

る好機となったよい講演会であった。

《
』

東北大学大学院教授（情報科学研究科）

東北学院大学工学部教授（機械二'二学科）

ＮＴＴアドﾊ゙ ﾝｽﾃｸﾉﾛｼ゙ ㈱代表取締役社長

Ｈ本砥f秘話㈱代表取締役副社使

法人常業本部長

東北大学大学院教授（情報科学研究科）

九州工業大学学便

東北大学大学院教授（工学研究科）

Ｐ 新入 会 員 の 紹 介

樋｜｜龍雄

細川邦典

四ツ柳隆夫

分野

となり、供給量は21倍となる。これを発電所建

設量に直すと、100万KWの発電所を年平均１００

基ずつ建設するという勘定になる。

この様な中で、原子力利用を進めていく上で

の解決すべき制度的、社会的および国際的|川題

について考えると、１つは核拡散の防止がある。

このためには国際条約、地域協定等によるグロ

ーバルな核不拡散を約束することが必要になっ

てくる。将来、余剰Puの国際管理システムの設

置等が検討されるべきである。

２つ|｣は安全の確保である。今後ますます多

くの国が原子力を利用するものと．予測されてお

り、高度な安全技術が一定の水準ですべてのプ

ラントに適用されることが必要になるｏこのた

めには、各国の原子力安全条約等の国際条約へ

の加盟、､原子力運転、′保守面のヒューマンファ

クタへの依存の低減が求められている。

３つ目は途上国への阿際協力、技術支援であ

る。特に東アジアへの支援は原子力のグローバ

ル利用を推進するための方策として長期的に取

り組むべき課題である。４つ目は将来の原子力

以上７渦

（２）

（３）

(３）

EAJNEwSM).５３１”6.127
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事務局からのお知らせコーー廼

CharlesStarkDraper賞並びIこFran9ois‐
XavierBagnoud航空宇宙賞推薦のお知らせ

CY7aIesSlaIkDmDer賞．

米国工学アカデミー(NAE)より、1997年度の

CharlesStarkDraper賞受賞者推薦の依頼がきて

おります。

同賞は、人類の福祉と自由に貢献した工学、

技術に対し１年おきに与えられるもの（賞金４５

万ドル付き金メダルが授与されます）で、１９８９

年より始められました。推薦締め切りは1997年

２月2111消印です。

現准迄の受賞者は、

l989KilbyとNoyce（IC）

l991WhittleとvonOhain（ﾀーﾎ､､ｼkツトエン

シツ）

l993Backus(FORTRAN）

l995PierceとRose、（通信衛星）

となっています。

局”cois-XavierBaanoud航空竿ﾉﾙ'群

前記Fran9ois-XavierBagnoud航空字１W賞事務

局（米国：ミシガン大学内）より、ITil賞の推薦

依頼がきております。

同質は、航空宇宙関係において、永年に亘り

顕著な功績を挙げた個人または剛体に与えられ

る国際賞（賞金25万ドルと賞牌）で、1993年よ

り開始されました。推薦締切は1997年１月３１日

消印です。

現在迄の受賞者は、

l993WilliamHPickering(惑星系の解

明）

ｌ９９５米国アポロ月到達プログラム

となっています。

＊＊上記２賞の推薦要領並びに川紙が事務局に

ございます。御推薦に関心のある会員の方はお

問い合わせ下さい。

８EAJNEwsNo,531996.12

第６回「基礎研究の振興と科学技術教育」シン

ポジウム－２１世紀へ向かっての人材育成一共

催のお知らせ

日時：平成８年12月20日（金）13:30～17:００

会場：野Iｌ英世記念会館

（新宿区大京町26番地

Tel:03-3357-0742）

主催：(社)日本工学会／(社)日本工学教育

協会

共催：'-1本工学アカデミー／科学技術基本政

策研究会

参加費：2,0001'」（懇親会費を除く）

お問い合わせ先：（社)日本工学会

〒107港|X赤坂9-6-41

乃木坂ビル３階

Tel:03-3475-4621

Fax:03-3403-1738

年賀詞交歓会のお知らせ

日時

場所

平成９年１月１６日（木）

１２:00～１４:００

虎ノ門パストラル新館４階桜

日本学術会議第５部会員との懇談会

日時

場所

平成９年２月14日（金）

１８:００～２０:００

はあといん乃木坂６階６２０

外国アカデミー出版物のお知らせ

インドのアカデミー出版物が事務局に届いて

おります。御覚になりたい方には貸出致します

ので、事務ﾙｳ迄おllIし出下さい。

＊“MaterialsTechnology-Challengesand

Opportunities（l31pp.)”

bylndianNationalAcademyof

Enginecring

戸、

＝、



過ぎ行く年は、内外を問わず、・llt紀末の一

来る12月301-Ｉ（月）より１ﾉ１３日（金）まで、

事務局年末年始休業と致します。

御不便をおかけ致しますが、どうぞ宜しくお願

い申し上げます。

端を垣間見るかのような１年であったように

石田洋一会員

九州工業大学工学部教授

東京大学名脊教授

平成８年11月１０日逝去享年61歳

小林宏治会員（簸商顧問）

日本電気㈱名誉会長相談役

平成８年11月30日逝去享年89歳
｛
』

野坂邦史会員

側)国際コミュニケーション蕪金理郡長

前国際電信稲話㈱副社長

平成８年11月3011逝去票年62歳

謹んでご冥棉をお祈り致します。

しようか。期待して止みません。

編集後記”

年の瀬を迎え、会員の皆様も何かと気忙し

Ｆご

bＬ
〈お過ごしのことと存じます。本年雌後のEAJ

NEWSをお届け致します。

事務局年末年始休業のお知らせ

また、石田洋一様、野坂邦史様の御冥福を心

思われます。２１世紀までもうわずか。Ｉ:1本の

将来に明るい材料を見い出すことができるで

よりお祈り致すと共に、併様の御健康と祐々

末筆ながら、日本工学アカデミー初代会長

をお務め頂き、発足から今'１に至るまで、多

大な御尽力並びに御支援を賜った小林宏治様、

どうぞ良いお年をお迎え．1､.さいませｃ

の御活躍を祈念I|･Ｉし上げます。

EAJNEWSNo､５３１ﾘﾘ6.129
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■更両

眉艦日本工学ｱｶデﾐ
■一

一

鐸、

拝、

広報委員会


